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は　じ　め　に
　一般に貨幣価値の上昇ないしは価格水準の低落傾向が進行する時期一
いわゆるデフレーションの時期一には，名目資本維持・歴史的原価主義
を基調とする損益計算論が擁頭または復活し，計算の客観性・信愚性・確
実性という名目のもとにその妥当性が主張され，会計法規上，とりわけ商
法上でも特例法によって時価以下（最高）主義の適用が緩和される．これに
たいして貨幣価値の下落ないしは価格水準の騰貴傾向が進展しつつある
時期一いわゆるインフレーションの時期一には，資本維持・架空利益
の排除と企業財務の歪みの是正という論理をテコとして，名目資本維持・
歴史的原価主義会計に代替する会計諸理論が撞頭し，税法上でも．例えぽ
棚卸資産評価における後入先出法や設備資産の減価償卸に於ける加速度償
却などの承認にみるように，名目資本維持・歴史的原価主義会計の修正な
いしはその変容をせまるさまざまな処置がとられる。
　本来，名目資本維持・歴史的原価主義会計は，貨幣価値安定の公準を前
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提として，いかなる原因によるものであれ，価格変動というものが企業の
財産計算および損益計算におよぼす影響を考慮することを原則として論理
的にも計算構造的にもはぽむ．貨幣価値安定の公準（したがってまた価格
変動無視ということ）が非現実的であるにもかかわらず，名目資本維持・
歴史的原価主義会計論が貨幣価値が上昇ないしは価格水準が一般的に下落
する時期に主張され，同じことであるが貨幣価値が下落ないしは価格水準
が一般に騰貴する時期にはそれが後退し，貨幣価値の変動ないしは価格の
変動を前提とする理論によって代替されるのは，たしかに故・神田教授が
鋭く指摘されたように1），産業循環過程に必随する価格の一般的な下落と
一般的な騰貴という，それぞれ相反する状況のもとで，独占企業がその市
場および価格支配力によって取得する独占的な利潤量，利幅，利潤率を名
目資本維持・歴史的原価主義会計論が，公表会計上いかによりよく隠蔽し
うるか，というその機能による．
　いわゆるイソフレーショソの時期に名目資本維持・歴史的原価主義会計
の破綻が叫ばれ，それに代替すべきものとして登場する会計諸理論は，基本
的に二つの流れに大別される．その一つは実物資本の再生産一それが個
別的な同一物財の維持＝再調達を意味するかそれとも企業全体としての生
産能力の同一水準の維持を意味するかどうかは問わないとしても一を志
向し，時価主義を基調とする流れである．資本主義の全般的な危機の第一
段階といおれる第一時世界大戦後のいわゆる「古典的な」インフレーション
の期時における代表作として，例えぽわれわれは，F．シュミットの「有機
的貸借対照表論」（F．Schmidt；Die　organische　Bilanz　im　Rahmen　der
Wirtschaft　1．　aufl，1921）やペイント・スチヴンソンの共著「会計学原理」
（W．A．　Paton　and　StevensGn，　Accounting　Princip1，　L　ed，1917）をあ
げることができるであろう．これに対して資本主義の全般的危機の第二段
階，すなわち国家独占資本主義が体制的に恒常化する第i次世界大戦後の
「現代的な」インフレーション，とりわけ1960年代のその一そうの進行の
もとで開花した代表作として，例えぽわれわれは，A．1．　C．　P．　Aの「会
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計調査研究叢書，第3号」（A．1．C，　P．　A，　Accounting　Research　Study．
No，3，　A　Tentativ　Set　of　Broad　Accounting　Principles　for　Business
Enterpris，　by　Robert　T．　Sprouse　and　Maurice　Mooniz）やA．　A．　A，の
　「追補報告書No．1」（A．A．A，　SupPlementary　Statemeut，　No．1，1964）
をあげることができる．他の一つは，貨幣資本の購買力維持を志向し，金
価格または一般物価水準による歴史的原価主義の修正を説く実質資本維持
・修正原価主義の流れをくむものである．「古典的な」インフレーションの
時期の代表として，例えぽわれわれは，E．シュマーレンバッハの説く
「貨幣価値修正原価論」やW。スウイー＝イーの「安定価値会計論」（W．
H．Sweeney，　Stabilized　Accounting，1936）をあげることができる．こ
れに対して同じく1960年代の「現代的な」インフレーションのもとでのそ
れとして，例えぽわれわれは，A．1．　C．　P．　Aの「会計調査研究叢書，第6
号」（A．1・C・P．A，　An　Accoulltig　Research　Study，　No．6，　Reporting
the　financial　Effects　of　Price　Level　Cha㎎es，1963）および同審議会
の「物価水準変動会計」（Financial　Statements　Restated　for　Price　Level
Changes，1969）をあげることができるであろう．
　貨幣価値の下落ないしは物価水準の一般的な騰貴傾向のもとで，　「架空
利益」の排除，企業財務の「歪み」の是正，企業と資本の維持などが叫ば
れ，名目資本維持・歴史的原価主義会計に代替すべき会計理論としてどの
ような理論が主張されるとしても，ここでわたくしの寄せる関心，それは，
およそ社会的・経済的な現象としてのインフレーションの進行過程が管理
通貨制をテコとする国家権力による富と所得の自動的・強制的な再分配・
移転の過程であり，そこでの価格騰貴のテンポの不均等性が生産過程のみ
ならず流通過程をつうじて収奪と被収奪の関係を作りだすかぎり，そこに
は一方では莫大なインフレ利得が，他方ではその反面としてインフレ損失
が不断にうみだされるが，これらのインフレ利得とインフレ損失とは，会
計理論上どのように性格規定され，処理されているかという点にある．
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　インフレーションの進行過程で発生するインブレ利潤一インフレ利得
とインフレ損失との差額概念としての一は，さまざまな発生経路をもっ
ている．とりわけ今日わが国において共通な国民的課題として提起されて
いる，富と所得の公正な社会的な分配という視角より重視されるのは，国
際的にも低い労働分配率に加えて一般物価水準の騰貴と名目賃銀の引上げ
との間にあるタイムラッグによって生ずる実質賃銀の切下げによる超過利
得2）の取得，貨幣項目の保有にかかわる債務老利潤と債権者損失の発生，
過剰流動性に支えられた土地・株式の投機によるいわゆる投機利潤の取得
3）などを媒介をするそれであろう．
　もとよりインブレ利潤を発生させるこれらの経路は，相互に密接な関係
をもっている．だがこの小稿ではわたくしは，とくに貨幣項目の保有によ
る債務者利潤と債権者損失の発生という経路に問題を限定する．この限定
のもとにわたくしは，それが会計上どのように認識され取扱われているか，
「古典的な」インフレーションの時期における債務者利潤論の一つとして
はE．シュマーレンバッハの見解を，「現代的な」インフレーションのも
とでのそれとしてはさきにあげたアメリカ公認会計士協会の「会計調査研
究叢書，第6号」において展開される所説を手がかりに，みてみたいと思
う．これらの所説に手がかりを求める理由は，いずれも会計という領域に
おいてインフレーションの進行過程に必随する債務老利潤の本質を的確に
とらえ，債務者利潤問題の今日的な焦点を浮きぽりにしているという点で，
それらは会計における債務者利潤問題に関する古典と現代との代表的な所
説として，きわめて示唆に富むものと思われるからである．
　注1）神田教授が「現代資本主義と会計」（法政大学出版局，1971年）の中で会計
　　　における「価値と原価」の問題に関連してこの問題について説かれていると
　　　ころを要約すれぽ，こうである．（1）資本主義の全般的危機の段階では，景気
　　　の周期的・螺旋的循環は，独占自体の抵抗によりはぽまれ，過剰生産恐慌の
　　　慢性化は，一方では恐慌と不況の深刻かつ持続化と，他方ではその反面とし
　　　て一般的な好況局面の実質上の消滅となる．そのため価格の低落または停滞
　　　傾向が独占企業をとりまくこの時期の産業循環の特色となる．このような産
81
　　業循環過程の変化と価格の低落傾向は，もとより独占的高価格の人為的設定
　　・維持のもたらす結果であるが，同時にまたこのような事態は独占企業の利
　　潤追求・資本蓄積の態称に影響を与える．すなわち独占企業は，景気循環の
　　全過程をつらぬく価格の一般的な停滞・低落傾向にもかかわらず，その市場
　　および価格支配力により価値・価格の変動・下落にたいして相対的に自主性
　　を保持することができる．価格の一一ma的な低落・停滞傾向のもとでは，歴史
　　的投下資本額の時価は低下するが，一定の独占価格を保持しうるとすれば，
　　独占利潤は，投下資本額の時価の下落分だけ絶対額として増大し，結果とし
　　てそれは，利巾の増大となる．しかも独占が市場支配力により一定の販売量
　　を維持しうるとすれぽ，利潤率も増大する．こうして価格の一般的な低落・
　　停滞傾向のもとでも独占企業が一定の独占価格と販売量をまさにその独占力
　　によつて維持しうるとすれば，そのこと自体が，絶対額としての利潤量，利
　　幅，利潤率を増大せしめるところの利潤追求とそれによる資本蓄積の方法と
　　なる．（2にのような状況のもとでは，名目資本維持・歴史的原価主義会計論
　　の前提たる貨幣価値安定の公準，価格変動の無視，それを前提とした原価と
　　実現収益の対応という計算構造は，まさしく独占企業が産業循環過程の変化
　　とこれに呼応する価格の一般的な低落・停滞傾向と反比例的に入手しうる高
　　い独占利潤の公表をはぽみ，配当・課税によるその社外流出を防止するため
　　の最善の会計方式である．
注2）　労働分配率と物価上昇の関連については，川口弘，　「現代のインフレー
　　狂乱物価以後一」　（日本経済評論社，昭和50年）にくわしいが，とくにそ
　　のうち「インフレ過程の実態」の5．6．7．8．9．を参照．
注3）　インフレと投機利潤の問題については，川口弘，前掲書，168～198頁のほ
　　か，宮崎義一「現代の日本企業を考える」　（岩波新書，1974年1～70頁）を
　　ここでとくにあげておきたい．本文では指適しなかつたが「企業投機家時
　　代」といわれる現代の投機の頂点は，多籍国企業とコングロマリットによる
　　通貨投機であるが，それを背景として為替差損の処理をめぐる会計上の諸問
　　題が今日的問題として論議されていることに注目しておきたい．
1　シュマーレンバッハの債務者利潤論
　はじめに価格変動問題に対するE。シュマーレンバッハの基本的な見解
を，その主著「動的貸借対照表論」によってみることから出発しょう．
　かれは「動的貸借対照表論」の第一版および第二版1）においては，最初
の数章を会計構造の基本的な形式の解明にあてる．それを前提としてかれ
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は，「価値変動を考慮しない費用の把握（Die　Erfassung　des　Augwandes
ohne　Ber丘cksichtigung　der　Wertschwankungen」2）という章との対応に
おいて，「費用評価に対する価値変動の影響（Die　Einfluss　der　Wertsch－
wankungen　auf　die　Aufwandrechnung）3）」という章を設け，主として物
財側の要因による価格変動と損益計算との関連について論じている．これ
に対してかれは，その第三版より九版4）までの各版においては上記の物財
側の要因による価格変動のほかに，新たに貨幣側の要因によるそれをとり
あげ，貨幣価値の変動による価格変動と損益計算との関連にも言及してい
る．だがこの問題は，十版以後再び削除される．このようにE．シュマー
レンバッハが，価格変動問題への会計的な対応という問題を考察するにあ
たって，価格変動要因として物財側の要因によるものと貨幣側の要因によ
るものとを一応区別しながらも，第一版および第二版と十版以降，貨幣側
の要因による価格変動問題を削除した理由は，かれ自身の説くところによ
れぽ，つぎのように説明される．
　およそいかなる要因によるものであれ価格変動のない状態を想定すれぽ，
一般に費用評価の基準としては「取得価格（Anschaffungswert）」が妥当
するが，このような仮定は非現実的である．この価格変動に「物的価値の変
動（Sachwertschwankungen，　Sachwertverandernngen）」によるものと「貨
幣価値の変動（Geldwertschwankungen）」によるものとがある．「物的価値
の変動」がとりわけ問題になるのは利潤計算におけるかの「比較性の原則」
や「慎重の原則」との関連においてであり，評価問題の中心が資産評価で
はなくて費用評価にあるかぎり，原則的には「時価（Zeitwert）」とりわけ
「調達時価（Beschaffungswert）」＝「再生産価格（Reproduktionswert）」＝
「再調達価格（Wiederbeschaffungswert）」が少くとも理論的には妥当す
る5）．　（したがってまた流動資産には低下主義，棚卸資産には時価主義の
代替法としての恒常在高法，設備資産の減価償却には時価主義が適用され
ることになる．）これに対して「貨幣価値の変動」についていえぽ，経営
経済的な価値評価の大部分は短期的性格をもっているが，貨幣側の要因に
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よる価格変動は，通常短期的には比較的徴少でり，一般にはこれを無視し
ても差支えない6）．貨幣価値の変動とりわけその下落が顕著で急激な場合，
貨幣は価値尺度としての安定性を喪失する．この場合時価主義は，計算の
不確実性および期間比較への有効性の欠如という点で問題を含むため7），
貨幣価値変動の調整方法としては採択しがたく，理想的な安定的な価値尺
度が求められなけれぽならない．だが急激な貨幣価値の変動期＝「インフ
レーション時代」において採択される安定価値基準による評価方法は全く
臨時的なものにすぎない，というのである8）．
　E．シュマーレンバッハのこのような主張を若千補足すれぽ，かれが第
三版において新たに貨幣側の要因による価格変動問題をその視角にいれた
のは，少くとも第一次世界大戦後のドイツをみまったマルクインフレーシ
ョンの経験によるものであること．だがこのようなインフレーションがい
わゆる「レンテンマルクの奇蹟」9）により一まず終息した後には，原則と
してインフレ・・一一ションは，少くとも産業と企業の合理化運動に媒介された
相対的安定期を経て1929年に始まる世界大恐慌にいたる時期までは，体制
的に恒常的なものではなかったし，かれの意識においてもそれは，臨時的
で異常なものとしてうけとめられていること，そしてまた十版（1948年）
以降の各版においてもこの問題が削除されているのも，同じ理由によるも
のとみなしてよいであろう．
　つぎにわれわれは，E．シュマーレンバッハが「動的貸借対照表論」で
示している価格変動問題に対するこのような基本的な認識をふまえて，債
務者利潤問題についてかれの説くところをその論文「架空利潤の税法上の
取扱い」（Die　Steuerliche　Behandlung　der　Scheingewinne，　Mittelnugen
der　Gesellschaft　fUr　Wirtschaftlihe　Ausbildung，　Sonderband　1，　und　2
Heft，1922）によりつつみてみよう．
　周知のようにこの論文は，マルク・インフレーションの進行下における
「架空利潤」の分配問題について，利益分配の一側面としての課税問題と
いう視角より，名目資本維持・歴的原価主義会計のもとで貨幣価値の下落
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によって生ずる架空利益の分配と資本維持問題との関連を問い，企業の財
務・租税政策に対する批判をそのねらいとしたものであった．第一次世界
大戦の期間中には，すでに進行しつつあったインフレーションのそれ以上
の進行をはぽみ，かつまた戦費調達という目的でさまざまな戦時特別税が
微収されたことは，よく知られている10）．このような租税措置は戦後にお
いても引きつがれた，とりおけ1919年に公布された第三次戦時税法は，マル
クインフーションの進行にともなう財産増加に対する課税規定と個人超過
所得および法人超過収益に対する課税規定を含むものであった．このよう
な課税規定に対し各種の産業団体は，企業利益のふくらみはマルクの価値
の著しい低下によるものであり，そのためこの課税規定は企業財務を圧迫
する，したがって税法上の課税利益の算定にあたり貨幣価値の下落を考慮
すべきであると主張した．1920年の所得税法の改正は，固定資産の減価償
却費計上不足による「架空利潤」を排除するという名目で，一方では固定資
産原価の少くとも40％をこえる特別償却制度を導入し（同法33条a），他方
では固定資産の再調達のための一一種の免税積立金更新制度の設定（同法59
条a）を是認するものであった．だがこの改正所得税法は「架空利潤」問
題については固定資産のみを対象とし，流動資産は考慮しない．固定資産
の減価償却費計上不足によって「架空利潤」が発生するとしても，固定資
産の回転は長期にわたるため，減価償却費およびその費用計上不足による
「架空利潤」は，一会計期間中の総費用と全体としての「架空利潤」に対し
て原則的には比較的少ない．これに対して流動資産は，その資本の回転期
間が短期であるため，一回転するたびごとにそこには貨幣価値の下落によ
る「架空利潤」が計上され，累積する．とりわけインフレーションの進展
が著しい場合には流動資産について生ずる「架空利潤」は，固定資産につ
いて生ずるそれよりも大きい．改正所得税法の規定は，この点への配慮を
欠くものとして一般に批判されたのであった．
　さて問題のシュマーレンバッハの論文「架空利潤の税法上の取扱い］は，
総体としてはこのような課税問題に対する批判的な発言の一つであり，当
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面の課題である債務老利潤問題に関する所説も，そのような視角にもとず
く「架空利潤」概念の分析に始まるのである．
　E．シュマーレンバッハによれば，　「架空利潤（Scheingewinn）」はさ
しあたり基本的な二つの範疇に区分される11）。その一つは「貨幣価値の変
動と無関係な架空利潤（Scheingewinne，　die皿it　der　Geltentwertung
nichts　zu　tun　haben）」，他の一一つは「貨幣価値の変動による架空利潤」
（Geldentwertungsscheingewinne）」である．
　「貨幣価値の変動と無関係な架空利潤」は，例えぽ「一マルク勘定」にみ
るような過大償却された固定資産の利用により生ずるところの利益の取崩
しや景気循環の上昇期における棚卸資産の恒常在高の喰つぶしなど，秘密
積立金の自動的な取崩により発生する．この「架空利潤」は，なるほど個
別企業の経営管理者の立場からすれぽ景気の動向とそのもとでの経営状態
についての判断を誤まらせる重大な「禍（Unheii）」として作用するが，
総合経済的には決定的な影響を与えるものではない12），
　これに対して「貨幣価値の変動による架空利潤」は，つぎのような設例
において示されるように，貨幣価値の変動期に貨幣的項目を保有すること
により発生する損益であり，とりわけその下落期には貨幣的資産（現金お
よび債権）については損失が，債務については「非常な利潤（sch6ner　Ge－
winn）」が発生する．（以下，貨幣価値下落の場合に限定し稿をすすめる）．
いま，期首に現金100，000マルク，期末に240，000マルクを所有する商人を
想定すれば（期中における現金の引出と追加投入はないものとする），貨
幣価値の下落がない場合には，　この商人は140，000マルクの利益をあげた
ことになるが，その変動がある場合には，このことは当てはまらない．な
ぜなら「かれが期首に所有していた貨幣（100，000マルク…引用者）を期
末に低下した貨幣価値（例えば％に低下…引用者）に換算するならば，この
人は期首には100，000マルクではなくて400，000マルクを所有していたこと
になる．現在かれが所有している貨幣は，240，000マルクにすぎない．そ
こでかれは140，000マルクの利益をあげたのではなくて，160，　OOOマルクの
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損失を生みだした」13）ことになるからである．そしてこのことは債権所有
者にもあてはまる．これに対して同じく貨幣価値の変動が債務の保有者に
対して及ぼす影響は，全く逆である．例えばある企業が期首に保有する債
務が100，000マルク，期末のそれが200，000マルクであり，期中において同
じく貨幣価値がi／4tlc下落したとすれば，「200，000マルク（の債務）は，期
首の100，000マルクのそれよりも少額となる」14）ため，この企業は全体と
しては「非常な利潤（sch6ner　Gewinn）」を手にすることができる．
　われわれは，ここに今日いうところの「貨幣価値変動損益」・「購買力損
益」の原型が描かれていることを明瞭によみとることができるが，ついで
E．シュマーレンバッハは，いわゆるF．シュミット流の「実物財（Rea－
lwert）」に対して貨幣価値の下落がおよぼす影響を問い，つぎのように説
く．
　貨幣価値の下落は，さしあたり棚卸資産については価格騰貴による期末
在庫高の増大・売上原価の過少評価・商品販売益への架空利潤の算入・計
上利益の増大という一連の過程を促進する15）．この場合企業の財務責任者
が，貨幣価値の下落による期末在庫高の増大を「好機（gUnstig）」とみな
し，貨幣価値の下落を考慮することなくこの利益を配当に充当するとすれ
ぽ，この配当の大部分は架空利潤に基ずくタコ配となる16）．しかも貨幣的
資産を含めて一般に流動資産の場合，貨幣価値の下落が損益計算に与える
影響は「急激かつ即時的」17）である．これに対して固定資産わけても設備資
産については貨幣価値の下落は，　「減価償却配分額」の計上不足・それに
よる計上利益の増大・架空利潤の発生という結果をもたらすであろう．そ
してその作用の仕方は流動資産に対するそれに比らべて「ゆるやかではあ
るが恒常的」18）である．このような貨幣価値の下落による「架空利潤」は，
貸借対照表の借方項目について一一me的に発生するといってよいが，税法上
の規定，商人の会計実務，関連の諸文献などは，もっぱら「架空利潤の問
題は主として設備資産の問題である」18）と説く，だがわれわれがここで確i
定しなけれぽならないのは，「架空利潤はほとんどすべての借方項目に現
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われること，とはいえそれはとくに動産（die　bewegliche　Aktiwa）の場合
には多大であり，恒常的な設備資産の場合には少額であるということ，こ
れである．」18）
　こうしてE．シュマーレンバッハによれば，「貨幣価値の変動による
架空利潤」の問題は，総じて貸借対照表の全借方項目にかかわる問題とし
て認識され，とりわけ貨幣的資産項目の保有による損失と「実物財」につ
いての費用計上不足による名目利益のふくらみがその主要な源泉となる．
だがそれだけではない．かれはさらに，このような貸借対照表の借方項目
とりわけ貨幣的資産と「実物財」について貨幣価値の下落により発生する
「架空利潤」の問題は，さきにあげた貨幣的債務に生ずる「非常な利潤」
との関連で再度考察されるべきであり，企業利益に対する両者の相互作用
的な関連を問うことにより，いわゆる「架空利潤」問題の全体的な把握が
可能になるとし，つぎのようにいう．「架空利潤についての上記のような
スケッチは，われわれがこのメダルの裏面すなわち貸方項目（die　Pass・
ivposten）を考慮にいれることがなけれぽ，おそらく全く完全なものとは
ならないはずである」18）と．
　かれによれぽ，このような視角より「架空利潤問題」の完全な把握のた
めに考慮されるべきこの「非常な利潤」は，名目資本維持・歴史的原価主
義会計のもとでは「貸借対照表のうえでは現われず架空損失（Scheinver
lusten）と同様に作用する現実の利潤（wirkliche　Gewinn）」である．「非
常な利潤」が「架空損失」＝「架空費用」として観念されるのは，名目資
本維持・歴史的原価主義会計のもとで貨幣価値の下落がある場合，貨幣的
資産の保有により貸借対照表には現われないけれども現実の損失＝「架空
利潤」が発生するのと同様の論理による．すなわち「われわれはこの論理
によって，負債をもっている場合にはそれに相応しk架空損失が生ずるこ
と，いいかえれぽ，負債については実際に何らかの利得をしており，この
利得は．　（伝統的に）実際に行こなわれている貸借対照表の作成によって
は表面には現われない，ということを考えるにいたるのである．」20）この
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　「非常な利潤」＝「架空損失」は，何もよりまず貨幣価値の下落期に負債
を保有するということそれ自体によりえられる「収益（Nutzen）」である．
だがまたこの収益は，それに加えて負債を金貨幣で借入し紙幣で弁済する
ことにより，一そう増大する．そして「人々が負債（の保有）によって富
裕になりうるということは，一寸したパラドックスにきこえるが，このこ
とにはある種の真実性がある．」21）
　すでにみたようにE．シュマーレンバッハは，商品の名目的な価格変動
のうちには「物的価値の変動」＝「商品価値の変動（Warenwertanderung）」
と「貨幣価値の変動」という二つの変動要因が含まれていることを指摘し，
二つの要因の侯別を説いている22）．かれによれぽ，この二つの要因により
発生する価格変動を簿記上把握する手段はさまざまであるが，この二つつ
価格変動要因を俊別することによって成果の発生源泉を正しく把握し，そ
れが成果計算に及ぼす影響を明示するということこそ，課税および配当可
能利益の基礎としての企業利益の算定にとって最も重要な問題である．
「商品価値の変動」による価格変動の影響は，理論上「取替価値（Ersatz－
werl）」または「時価（Zeitwert）」を適用することにより明かにされる．23）
この「取替価値」または「時価」は一般に恣意的であるが，とはいえそれ
が十分に把握可能である場合には，その適用は成果計算の改良に導びくで
あろう．これに対して貨幣価値の変動は一般に「指数（lndex）」にょって
表わされるので，「貨幣価値の変動」による価格変動の影響は，これによ
って明らかにすることができる．そしてこれまで問題としてきた「貨幣価
値の下落により発生する架空利潤は，本質的には，変化する価値尺度基準
を適用することによる，測定上の誤まり　（Messungsfehler）」24）セこほかな
らず，それは，指数による換算をつうじて排除することができる25）．
　さらにE．シュマーレンバッハは，貨幣的債務の保有により発生する
「非常な利潤」＝「架空損失」を利潤源泉の一つとして明確に認識するこ
と，それは，経営処理という視点よりきわめて重要であると説き，加えて
れは，　「架空利潤」の発生が，すでにのべたように貨幣的資産項目につい
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ては「急激かつ即時的」であり，　「実物財」としての棚卸資産や設備資産
についてはゆるやかではあるが恒常的であること，いいかえれぽ，「貸借対
照表的損益計算上の架空利潤の作用の不均等性」26），それは，「非常な利潤
＝「架空損失」の発生と相侯って，　「相異なる企業ごとに架空利潤額の高さ
が全く異なるという結果をもたらす」26）ことになるとし，また結果として
このことが，特定の企業においては資本蓄積と収奪機能を果すことになる
という現実を指摘する．すなわちかれによれば一方では，その保有する設
備資産と負債が多額であり，棚卸資産と貨幣的資産が少額な企業の場合に
は，　「如何なる架空利潤もなく，実際には多額な利得をする」27）という事
態が，したがってまた「架空利潤」に代って「非常な利潤」＝「架空損失」
が発生することになるであろう．そして「このような前提が当てはまるの
は，大工業である．」28）大工業は何よりもまず，多額の負債（他人資本）
を保有することによって「架空利潤に対する相殺項目（Anusgleichspost－
en）を保持」29）しており，それにより「大工業は架空利潤問題については
非常に有利である．」29）しかも大工業は，そのかかえる多額な設備資産を年
々更新・補填しなければならないが，この場合「非常に保守的に（sehr
vorsichtig）」会計処理をすすめることによって，「たんに架空利潤だけで
はなくて実際に発生した利潤をも……確実に隠蔽する可能性をもってい
る．」29）これに対して他方，「相対的に多額の自己資本をもち」，それを
「棚卸資産，債権などに投資した企業」30）の場合には，事態は全く逆とな
る．このような企業は，　「実際には損失をもって嫁動しているにもかかわ
らず，外見的には利潤をもって嫁動しているように見える．」30）かかる企
業に属するものは，商人，　「中小の工場をもって営む製造業」30）などであ
る．これらの企業は，むしろ「架空利潤により苦しめられる．」31）なぜな
ら，それは「架空利潤に対する相殺項目」ももたなければ，棚卸資産や債
権の「非常に保守的な」評価によって秘密積立金を形成しても，その効果
は短期的なため，「利潤隠蔽の効果は，大工業で適用・慣行化されている
方法にくらべて非常に乏しい」31）からである．総じていえば「いかなる架
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空利潤もない全く巨大な企業もありうるし，架空利潤で充満している全く
小さな企業もありうる．全く同一の資本をもった二つの企業であっても，
架空利潤によって与えられる僥倖は全く不均等である．さらにそれ以上に
全く巨大な利潤をあげ如何なる架空利潤ももたない企業もあるし，これに
対して他方その利潤の大部分が架空利潤であり，そのうえこの架空利潤が
計上されないとすればおそらく損失も示すはずの企業もある」32）というこ
とである。しかも伝統的な名目資本維持・歴史的原価主義会計により作成
される貸借対照表上の利潤が，貨幣価値の下落期にも架空利潤を全く含ま
ないということだけではなくて，そのうえ貸借対照表に「表示された利潤
より一そう多額な利潤をもつ」企業もあり，その典型を「減価償却の低い
固定資産と多額な債務を保有する」企業にみることができる。「それにも
かかわらずこの種の経営に，それ以外の経営と同一な貸借対照表作成法が
適用される．その結果，本来低くすぎる利潤が一そう低くなる．このよう
な経営は強力な建設活動を行なう経営と同一であるため，それ以外の経営
よりもなお一そう高度に利潤集積を行こなう手段をもっている33）」といえ
る．これに対してその財務構造が大企業とは異なる中小企業は，貨幣価値
の下落により事実上損失をこうむることになるが，名目的には利潤が計上
される．だが法人税法は，課税利益の算定上貨幣価値の変動を考慮しな
い．そのため「一方では架空利潤を隠蔽できず、またそうしょうともせ
ず，利潤をうる代りに損失をこうむる企業に課税され，他方では虚偽の利
潤のみならず，真実の利潤を隠蔽することに成功する企業は，それよりま
ぬがれる」33）という結果となり，課税上の不公正がこれに伴なうことにな
る．
　これまでのべてきたようなE．シュマーレンバヅハの債務者利潤に関す
る所説は，価格変動要因を貨幣価値の変動によるものと商品価値の変動に
よるものとに俊別し，貨幣価値の変動により発生する「架空利潤」概念を
もって「実物財」の費用評価における費用計上不足によるものはもとより
貨幣項目の保有によるものも合わせ含むところの広義な概念として認識し，
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債務老利潤問題をまさに会計上の問題として把握するという点で，きわめ
てオーソドックスである．債務者利潤問題に対するE．シュマーレ《バッ
ハのこのような所説との関連で，かれと同時代にあり同一の問題と取りく
んだF．シュミットの所説の特徴の一つをあげるとすれぽ，われわれは，
かれが債務者利潤の問題を会計上の問題としてというよりはむしろ財務政
策上の問題として処理する点にこれを求めることができるのであろう．
　周知のようにF．シュミットは，「有機的企業観」34）とそれにもとつく
相対的価値維持35）」という思考を前提に，計算体系上損益計算と財産計算
との分離，取引利潤と景気変動利潤との俊別という問題をその中核にすえ
る36）．かれによれば，損益計算の中心的な課題は企業家の営む取引活動
（＝財貨の生産と販売による利潤の獲得と消費者の需要の充足）の総合経
済的な成果としての取引利潤を算定することである37）．この取引利潤計算
の問題点の一つは，企業に「滞留している実物財（Realwerte）」一一「休
止財産（das　ruhende　Verm6gen）」一について発生する財産価値の変
動による価格変動分を「実物財」としての商品または製品が販売される場
合その補填のために充当されるべき部分として取引利潤計算より排除する
ことである．これに対して財産計算の課題は38），企業家のとりおこなう財
務活動＝資本の調達とその運用一「資本処理の結果の是非と一定期間の
財務活動の結果としての財産状態の変化」一を計算・表示することにある．
本来この財産計算は，　「休止財産」に対する価格変動部分の取引利潤計算
からの排除という問題はもとより，資本運用の状態を計数的に把握するこ
とにいたるまで，きわめて広い範囲を含む．だが第一義的には，企業財産
の「再生産価値（Reproduktonswert）」の計算とこれを媒介とする企業の全
体としての収益性の確定にその焦点がおかれる39）．
　　このような視角よりF．シュミットは，　企業財産を「取引財（umsa－
tzwert）」と「投資財（Anlagenwerte）」に大別し，さらに各々について「実
物財（Realwerte）」と「貨幣財rGeldwerte）」に区別し40）・企業の「相
対的価値維持」という立場より価格変動が「貨幣財」と「実物財」に与え
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る影響をたずねるのである．この場合かれは，E．シュマーレンバッハが
問題とした価格変動要因の一つとして貨幣価値の変動による価格変動とそ
の一般物価指数による修正という問題を，企業財産の構成が多様であり，
しかもこの多様な企業財産の個々の価格は，一般物価水準の変動とは平行
的には変動しないという理由ずけによってしりぞけ，一般物価指数による
修正に代って個別価格指数において表現される再調達価格による修正を考
える41），そしてかれは「貨幣財」一ここでは借方項目のみならず貸方項
目としての他人資本も含む一については，貨幣の購買力の変動があって
も「貨幣財」はその名目額が不変のため，その所有者には貨幣価値変動損
益が発生することを指摘する．だがかれは，現金および貨幣債権が貨幣債
務と同一額であるかぎり，貨幣価値変動による利益と損失は相互に相殺
されるとし，「架空利潤」問題をもっぱら「実物財」にかかおる問題とし
て限定する一方，貨幣財に生ずる損益一かれの言葉によれば「債務者利
潤と債権者損失（Einkommen　fUr　die　Schuldner　und　Minuseinkom；nen
fUr　die　Glaubigen）」の問題を企業の財務政策にかかわる問題として措定
する．そこよりかれは，貨幣価値の安定期には他人資本で運営し，インフレ
の進行とともに各目的に増大する所得でこれを弁済する企業は，貨幣価値
下落の恩恵をうけていると説く．そしてかれは，借方側のすべての実物財
は自己資本により，貨幣および債権は他人資本によって調達することを説
ぎ，いわゆる「貸借対照表価値均衡の原理（das　Prinzip　der　Wertglei－
chung　in　der　Bilanz）」42）をうちだすのである．われわれはこのような
F．シュミット流の考え方を，例えば近年の米国におけるR，モリソン
（Russel　Morrison）」pM、　M．デュブレ（Marurin　M．　Deupree）の主張
のうちにもみいだすことができる．43）
　1）　周知のようにE．シユマーレンバッハの「動的貸借対照表論」の第一版
　　　（1919年）は，　「動的貸借対照表論の基礎」（Grundlagen　dynamischer　Bi
　　　lanzlehre）という表題の下に出版された．この第一版において示されたかれ
　　　の基本的な会計思考＝動的思考は，すでに1908年の論文「減価償却」　（Die
　　　Abschreibung，　in　Z．f．h．F．3（1908／09）Jg．，）においてその萌芽をみることが
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　　できる，だがかれがその思考をさらに発展させ，動的貸借対表照表の基本構
　　造を定式化したのは，1916年の論文「損益貸借対照表論の理論」　（Theorie
　der　Erfolgsbilanz，　in　Z．　f．　h．F．10（1915／16）Jg．，）であつた．　「動的貸借対照
　　表論」の第一版は，この論文の別冊である．その後1920年，同一内容の第二
　　版が出版される．第一版および第二版にかんする本小稿での論及は，すべて
　　二版による．
2）　ESchlnalenbach．，　Grundlagen　dyllamischer　Bilanz．，2．　Aufl．，　S．40．
3）　　E．Schmalenbach．，　a．a．O．，　S．72．
4）　「動的貸借対照表」の第三版（1925年，同名）は，第一．二版にたいする改
　訂増補である．翌年1926年には，同四版が「ディナミッシエ・ビランツ」
　　（Dymamische　Bilanz）と表題を改めて出版され，以後同一名のもとに1931
　年同五版，1933年同六版，1939年同七版，1947年同八版，1948年同九版およ
　　び十版，1956年同十一版，1956年十二版が発行される．
5）　E．Schmalenbach，　Dynamische　Bilanz，3aufl．，　S．145～146．
6）　E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．192．
7）　E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．194．
8）E．Schmalenbach，　a。　a．0．，　S．152．
9）　本稿は「架空利潤」問題ないしは債務者利潤問題についての歴史的な展開
　　過程の研究を意図しているのではない。したがつて第一次世界大戦後のマル
　　クインフレーショと「レンテンマルクの奇蹟」による収拾過程についての実
　　態にはあえてたちいらないが，例えば「ドイツインフレーションと金融財
　　政政策1　（日本銀行調査局，昭和21年），　「独逸インフレーションの解剖）
　　（C．B．チュロ　一一二著，東京銀行集会所調査課抄訳東京銀行集会所，昭和13
　　年）　「レンテンマルクの奇蹟」　（日本銀行調査局，実業日本社，昭和21年），
　　「インフレーションの実証的研究」（細野考一，千倉書房，昭和15年），「現代
　　ドイツ経済史」（G．シュトルパー著，坂井栄八郎訳，竹内書店，1969年），
　　rワイマル体制の経済構造」（加藤栄一，東京大学出版会，1973年），　「ドイ
　　ツ合理化運動論」　（吉田和夫，ミネルヴァ，1976年）などを，その実態を明
　　らかにしたものとしてあげておくに留める．
10）今野一郎「貨幣価値変動会計」第一章・第三節（同文館）
11）　E．Schmaienbach，　Die　steuerlicher　Behandlung　der　Scheingewinne，　Mi－
　　ttelungen　der　Gesellschaft　fUr　Wirtschaftliche　Ausbildung，　Sonderband
　　1，ユund　2．　Heft，ユ922，　S．9．
12）　E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．1～2．
13）　E．Schmalenbach，　a．　a．　O，．S．3．
14）　－E。Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．3．
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））））））））））））））））））））??????????E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．4．
E．Schmalenbach，　a．　a．　o．，　S．4．
E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．5．
E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．6．
E．Schmalenbach，　a，　a．0．，　S．7．
E．Schma｛enbach，　a．　a．0．，　S．6～7．
E．Schmalenbach，　a。　a．0．，　S．7．
E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．10．
E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．11．
E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．12．
E．Schmalenbach，　a．　a．　O．，　S．13．
E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．8．
E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．50．
E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．8．
E．Schmalenbach，　a．　a．0。，　S．40．
E．Schmalen1）ach，　a．　a．0．，　S．50．
E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．40．
E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．29．
E．Schmalenbach，　Goldmarkbilanz，1922，　S．29．
F・Schmidt，　Die　organische　Bilanz　im　Rahmen　der　Wirtschaft，1922，
S，165，
35）
36）
37）
38）
39）
40）
41）
42）
43）
F．Schmidt，　D至e　organische　Tageswertbilanz，3．　anfl．，1929．　S．50．
F．Schmidt，　a．　a．　O．，　S．58．
F．Schmidt，　a．　a．0．，　S．51．
F．Schmidt，　Geldentwertung，　S．52．
F．Schmidt，　Die，　organische　Tageswertbilanz，3．　aufl．，1929，　S．65．
F．Schmidt，　a．　a．0．，　S．92．
F．Schmidt，　a．　a．0．，　S．106．
F．Schmidt，　a．　a．0，．　S．131．
例えばR．モリソンは，貨幣価値変動損益の問題を考察するにあたって，
短期貨幣項目（資産と負債）と固定貨幣項目とに区別する．そしてかれは，
前者について発生する貨幣価値変動損益を純利益計算の計算要素とみなすが，
後者については物価上昇時に生ずる貨幣価値変動利益と，長期借入による調
達資金は，主として非貨幣資産に投資されるという仮定のもとでのみ原価修
正項目とみなして繰延べ，収益と費用の適正な対応という観点より，この資
産の全耐用年数にわたり合理的な基準にしたがつて利益に振替えるべきこと
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を説く．（A．LC．P．A．，An　Accounting　Research　Study　No．6，　Reporting
the　financial　Effects　of　Price－Level　Changes，片野一郎監訳「物価水準変動
財務報告」，同文館，昭47年，294－295頁）またMarvin．　M．デュプレは，
貨幣項目が企業において果す職能として二つの職能，すなわち「営業上の用
役を果す職能」と「一般資金を供給する」という二つの職能を措定し，貨幣
項目の果す職能という観点より「貸幣項目に生ずる損益」を考察すべきであ
るとする．ここよりかれは，「企業が必要とする貨幣資産に生じたインフレ
ーション損失は当期所得の測定上費用に計上すべきものであり，純貨幣負債
（負債総額から営業に必要な額を超過する貨幣資産額を差引いた金額）に生
じたインフレーション利益は営業資産から減額してしまい，この当該資産が
営業上費用化していく過程で所得に導入すべきものである」　（上掲書，邦訳
193頁）と説く．
2　A．1．C．P，A「会計調査研究叢書，第6号」の債務者利潤論
　これまでわれわれは，「古典的な」インフレーションの時期に展開された
債務者利潤論の一つとしてのE・シュマーレンバッハの所説によれば，貨
幣価値変動利益・債務老利潤というものが社会的な富と所得の再分配の過
程としてのインフレーションの進行過程に必随する真の利得であり，とり
わけ他人資本への依存度の高い企業の場合には，重要な利潤源泉となるこ
とが説かれていることをみてきた．このような「古典的な」インフレーシ
ョン期における債務者利潤論の考察から転じて，「現代的な」インフレー
ションのもとでのそれに眼を向けるとき，われわれは，この十数年来国際
的にも国内的にも価格変動問題に対する会計的な対応としての理論的研究，
とりわけ米国における理論的研究の著しい進展により，この問題をめぐる
諸論議もまた一そう深められ，体系化されていることを知るのである．こ
の問題をめぐる現代米国流の多数の所説のうちでも，ここで問題とするア
メリカ公認会計士協会による1963年の「会計調査研究叢i書，第6号jおよ
びそれに関連する同協会・会計原則審議会による1969年のステイトメント
は，とりわけかかるものとして注目されてよいであろう．
　第二次世界大戦後から現在にいたるほぼ30年間の米国会計学界の価格変
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動問題に対するさまざまなアプローチを跡ずけることは，本稿の直接的な
目的ではないので避けることにして，ただここで問題とする「会計調査研
究，第6号」との関連で比較的初期の研究として一言ふれておきたいのは，
1951年にアメリカ会計学会の会社財務諸表概念および基準委員会が「追補
報告書，第2号」として公刊した「物価水準変動と財務諸表」（A．A．A．The
Committee　on　Concepts　and　Standards　underlying　Corporate　Financi・
al　Statments，　Prie　Level　Change　and　Financial　Statemeut，　SupPlemen－
tary　Statement，　No．2）と，アメリカ公認会計士協会の企業所得研究グル
ープによる「変貌する企業所得概念」（A．1．C．P．A，　Study　Group　on　Bu－
siness　Income，　Changing　Concepts　of　Business　Income）である．
　一般にいわれるように「物価水準変動と財務諸表」は，アメリカ会計学
会・特別研究委員会のスタッフが，「現代的な」インフレーション，具体的
にはアメリカ国内におけるドル物価水準の変動が財務会計に与える影響を
理論的に究明し，かって古典的なインフレーションの経験を基礎として考
案されたスW．ウィー二流の「安定価値会計」の思考を「現代的な」イン
フレーションのもとで適用すべく一そう発展・体系化したものとして位置
ずけれらている．これに対して「変貌する企業所得概念」は，G．0．メイ
を中心とする米国会計実務界の識老違が同じく「現代的な」インフレーシ
ョンのもとで企業会計実務上生ずる会計上の諸問題について現実分析より
出発し，そこでの資本と所得の概念を帰納的に解明することを試み，その
「要約と結論」において歴史的原価基準を安定価値原価基準に切りかえる
べきことを大胆に提言する．いずれにせよ，1950年代初頭に一一方は純
理論的な立場から，他方は会計実践の立場から一なされた一定の問題提
起は，これより十余年経過した後に，この「会計調査研究叢書，第6号」
として結実するのである．
　かかるものとしてこの「会計調査研究，第6号」は，何よりもまず理論
的な立場より価格変動とりわけ貨幣価値の変動による価格変動＝一般物価
水準の変動の影響を「財務報告（financial　reporting）」に反映させ，一般物
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価水準の変動のもとで「経営成果と財務状況の測定の正確性を確保」1）し，
「財務報告」の利用者またはそれにより影響をうける人々に役立たしめる
という意図のもとに，名目資本維持・歴史的原価主義会計による伝統的な
財務諸表を基本としつつも，これを補助するための報告書として物価水準
修正財務報告書をあわせて作成・公開することを主張し，その具体的な手
続を概説するのである．ついで同書は，このような理論的研究の成果をふ
まえて主として先進資本主義諸国において第二次世界大戦後インフレーシ
ョンに対する会計的な対応として展開されたさまざまな会計処理ないしは
財務処理の具体的な事例研究を試み，現状分析の結果を明らかにする．
　だがこの「会計調査研究叢書，第6号」は，アメリカ公認会計士協会の
価格変動問題とりわけ貨幣価値の変動による価格変動問題に対する私的意
見表明という性格をもつにすぎなかった．これに対して1969年の「ステイ
トメント」は，同協会・会計原則審議会のこの問題に対する結論と勧告を
示す正式な意見表明として，一定の成果をおさめるのである．すなわちこ
の「ステイトメント」は，「会計調査研究叢書，第6号」における貨幣価値
変動問題に対する理論的な研究成果を整理・要約し，そこで提案された補
助財務報告書としての「一般物価水準修正財務諸表（financial　statements
restated　for　general　price－level　changes）」の有効・妥当性を説き・その
一般的な利用をすすめるのである．（但しここで注意すべき点は，貨幣価
値変動損益の公開様式という問題については，後述のようtlこ，　「会計研究
叢書，第6号」とは異なることである．）
　「会計調査研究叢書，第6号」は，すでにその冒頭の「ハイライト」で
貨幣価値の変動にともなって発生する貨幣価値変動損益の問題については，
つぎのような命題を呈示する．
　「物価水準の変動が非貨幣諸項目（主として棚卸資産，固定資産および
普通株主の持分）に与える影響を認識することからは，利益も損失も生じ
ない．これらの諸項目に対する物価水準変動の影響を認識するということ
は，取得原価もしくは所有主持分を，貸借対照表のドル購買力をあらわす
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数値で書替えるというだけのことなのである．
　物価水準の変動が貨幣諸項目（主として現金残高，貨幣の受取・支出の
約定）に与える影響を認識することからは，利益もしくは損失が生ずる．
これらの諸項目に対する物価水準変動の影響を認識することによって，イ
ンフレーションに起因する利益もしくは損失が明らかになる．この利益も
しくは損失を，区別して表示しなければならない」2）．
　この場合「会計調査研究叢書，第6号」は，物価水準修正の目的が「財
務諸表の各項目を共通ドル（common　dollar）＝同一の購買力を現わすドル
数値で表示する」ことにあることから，物価水準の変動は，「インフレー
ション期ないしはデフレーション期の場合に生ずるドルの一一me的購買力の
変動の場合に限定される」3）とのべ，本書の研究対象が主として貨幣価値
の下落による価格変動問題にあることを強調する．そこよりそれは，この
変動が会計におよぼす影響を「ドルが安定している場合の財貨，用役の市
場価格変動がもたらす会計上の影響」4）と区別すべきことを説く．いいか
えれば，財貨，用役の現実の価格変動のうちには，　「市場諸要因の結果と
して生じ」，「市場経済の正常な機能」を表現するものと，「ドル価値を縮
小させた諸要因の結果として生じたもの」とがあり，とくに前老はたとえ
未実現であっても「利益・損失を生ぜしめるもの」として認識されるとい
うのである5）．
　「会調査研究叢書，第6号」は，価格変動に対する会計的な対応という
問題についてのこのような基本的な考え方を前提として，この命題におい
ては価格変動とりわけ物価水準の上昇が財務報告書に与える作用の仕方は，
非貨幣項目と貨幣項目とでは同一でないこと，非貨幣項目についての物価
水準変動の影響を除去するための修正は，　「ドルに関する『新しい』事態
に即応した形で，従来とまったく同じ情報（たとえば投下原価）を単に計算
しなおす」6）ことを意味し，利益ないしは損失とはならないこと，これに
対して貨幣項目については「ドル購買力の増減によって……利益もしくは
損失が生ずる」6）ということが，明示されているのである．しかもこのよ
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うなドル購買力の増減により貨幣項目について発生する利益または損失は，
貨幣項目が「満期日にはその額面額の価値を有し，それ以上でも以下でも
ないことから，『正味貨幣項目（net　monetary　items）』の残高を保有する
ことによって生ずる」6）こと，この場合特徴的なことは，伝統的な名目資
本維持・歴史的原価主義会計のもとでは，この利益または損失は，原則と
してそれに該当する項目がなく財務諸表上表面には現わないこと7），した
がって「正味現金残高について生ずる利益，損失」は，その意味で会計上
の「一個の新しいカテゴリー」として認識されるべきことなどがあわせて
説かれるのである8），
　「ハイライト」において呈示されたこのような命題は，その「補論C，
貨幣項目に生ずる損益」において一そう具体的に展開される
　「補論C」はまずつぎのようにのべ，貨幣項目の保有により発生する貨
幣価値変動損益の本質を「実質的な損益」として規定する．
　「物価上昇時にはドルの価値が下落し，貨幣資産と引換えに入手できる
財貨，用役の量が減少するという意味で，その保有老は損失をこうむる．
逆に物価上昇時には債務者が利得しうるが，その意味は，負債の契約額が
所定のままであり，したがって，この債務を弁済するのに要する努力ない
しは犠牲という点では負担が減少するからである．この損失は実質的な利
益であり，貨幣項目の財務諸表上のドル金額はたとえ変化はなくとも，測
定単位であるドルの価値は変動するという事態から生じている．」9）
　「補論C」によれぽ，このような「実質的な損益」として規定される貨
幣価値変動損益をもたらす「貨幣項目」は，「その金額が法律または契約
により固定されているものであり，物価水準変動の影響をうけない」10）と
いうことをその本質とする．かかる貨幣項目は，「貨幣資産」，「貨幣負債」，
「株主持分の貨幣項目」に大別される．　「貨幣資産」は，基本的には現金
または現金請求権であるが，それ以外にも固定価格契約により製造される
特定の棚卸資産，時の経過により用役の受入れにより発生するところの負
債としての前払費用または繰延資産項目，その他「現金等価物」とみなし
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うるものはすべて「貨幣資産」項目となる10）．「貨幣負債」は「固定ドル
額の支払によって弁済されるもので」IT）あり，それにはその弁済が現金に
よるものはもとより，財貨，用役の引渡しによるもの，経過項目としての
前受された金融上の利益，各種の見積負債，一定の条件のもとでの転換証
券類などが含まれる12）．　「株主持分の貨幣項目」は，優先株主持分である．
株主持分は純資産に対する残余持分請求権であり本来非貨幣的である．だ
が優先株主持分は固定ドル額であることにより，貨幣項目となる13）．
　こうして「補論C」は，　「貨幣資産」項目としては古典的な現金，現金
請求権のほかに一定条件のもとでの棚卸資産，繰延費用項目を、また「貨
幣負債」項目としては固定ドル額での現実の現金支払によるもの以外に見
積負債その他を具体的にあげ，その範図を明示する一方，他方ではそれは，
貨幣資産と貨幣負債のほかにも，自己資本項目としての優先株主持分をも
　　　　　　　　　　、
「貨幣項目」として認識する．
　さらに「会計調査研究叢書，第6号」は，このような「貨幣項目」に生
ずる貨幣価値の変動による「実質的な損益」の各個別企業に対する重要性
は，その財務構成のいかんにより異なり，この損益の個別企業に対する作
用の仕方は均一ではないことを指摘し，つぎのようにいう。
　「貨幣項目に生ずる損益の重要性は会社によって千差万別である．金融
関係の会社には非貨幣資産の保有高は相対的に少なく，それらの会社のほ
とんどは，貨幣資産と貨幣負債がヘッジされている状態にある．その他の
領域では，借入資本の割合が比較的大きい会社とか，あるいは，多額の得意
先からの前受金で営業している会社は，物価上昇時には純購買力利益をえ
るのが普通であるが，そうでない会社では通常の購買力損失が生ずる．多
額の運転資本を借入れて営業をするという危険を担っている会社は，それ
だけに流動貨幣項目に生ずる損益をヘッジすることができるのである．」14）
　もとより本書の「ハイライト」がつぎのようにのべていることからも明
らかなように，貨幣価値の下落とそれによる貨幣価値変動損益がおよぼす
社会的な効果という問題を問いそれに一定の価値判断を加えることは，こ
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こでは論外におかれる．すなわち「この研究は，社会政策上の課題（たと
えぽ，インフレーションもしくはデフレーションによって誰が損失をこう
むるのか，誰がそのつぐないをなすべきか，どうしたら収束できるか）に
ついて，あるいは公益事業の料金決定や課税所得の定義に対する影響につ
いて何らかの勧告を正面きって表明しょうとするものでもなく，また時に
ほのめかそうするものでもない」15）と．貨幣価値変動損益を会計上認識す
ることは，本書の立場によれぽ，何よりもまず修正財務諸表の貸借一致を
保証するという純粋に技術的な理由と，流動貨幣項目と長期貨幣項目とに
それぞれ生ず損益とを区分報告することにより，財務報告の利用者に貨幣
価値の変動が貨幣項目に与える影響について有用な情報を提供するという
二点に求められる．だが本書の意図がどうあろうとも，貨幣項目の保有に
より発生する貨幣価値変動損益ゐおよぼす社会的な影響についてこのよう
に記していること，わたくしは，それを一つの客観的な事実としてうけと
めたいと思うのである．
　「補論C」によれぽ，すでにみたようにこのような貨幣価値変動損益＝＝
「一般物価水準損益」は，伝統的な名目資本維持・歴史的原価主義会計の
もとでは財務諸表上表面には現われない損益の「新しいカテゴリー」であ
るが，修正原価主義のもとでは原理的には「非貨幣項目」の修正の後に，
一組の財務諸表の貸借を一致させるために必要な金題として計上されるこ
とになる．しかもこの貨幣価値変動損益＝「一般物価水準損益」は，純利
益計算を構成する最後の計算要素またはそのすぐ後に続く計算要素として
計上される16）．これに対してアメリカ公認会計士協会・会計原則審議会の
「ステイトメント」によれぽ，それは，一種の結合計算書としての「一般
物価水準結合計算書」において純利益を計算する一要素として処理され
る17）．いずれの方法によるにせよ，ここでは「補論C」が，貨幣価値変動
損益を資本修正として「資本持分の中に埋没」させるのではなくて，「実
質的な利益」としてこれを計上することを説く点を，われわれはここで確
認しておけぽよい．
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1）　アメリカ公認会計士協会「物価水準変動財務報告」片野一i郎監訳，　（同文
　　館昭和47年）6頁．（A．J．C．P，A，　Accountig　Rearich　Study　No．6，　P．XII．）
2）　上掲書，6～7頁．（A．1．C，P．A，　ibid，　p．　XII．）
3）　上掲書，8頁．（A．1．C．P，　A，　ibid，　p．5．）
4）　上掲書，9頁．（A。1。C．P．　A，　ibid，　P．6．）
5）　上掲書，12頁．（A．1．C．P．A，　ibid，　P．8．）
6）　上掲書，16頁．（A．1．C．P．A，　ibid，　P．10～11．）
7）　上掲書，17頁．（A．1．C．P．A，　ibid，　P．12。）
8）　上掲書，18頁．（A．1．c．P．A，　ibid，　p．12．）
9）　上掲書，116頁．（A．1．C，P．A，　ibid，　P．137．）
10）　上掲書，167～169頁．（A．1．C．P．A，　ibid，　P．138～140，）
11）　上掲書，169頁，（A．1．C．　P．A，　ibid，　P．139．）
12）　上掲書，169～170頁．（A．1．C．　P．A，　ibid，　P，139～140．）
13）　上掲書，170頁．（A．1．C．P．A，　ibid，　P．141．）
14）　上掲書，173頁．（A．1．c．P．A，　ibid，　p．142．）
15）　上掲書，6頁．（A．LC．P，A，　ibid，　p．　XII．）
16）　上掲書，19頁．（A．1．C．P．A，　ibid，　P．13．）
17）　アメリカ公認会計士協会，磯部秀夫訳「物価水準変動会計」　（同文館，昭
和46年），90頁以下（A．1．C．P．　A，　Staments　of　Accountig　Principles，196g，
P．87．）
一む　す　び　に一一
　以上，インフレーションの進行過程で発生するインフレ利得の一つとし
ての債務者利潤は，会計上いかなるものとして認識・処理されるか，これ
までわれわれは，この問題をシュマーレンバッハの所説とアメリカ公認会
計士協会の「会計調査研究叢書，第6号」のうちにたずねてきた．
　そこで明らかにされたことを要約すれぽ，つぎのようになる．
　（1）債務者利潤は，名目資本維持・歴史的原価主義会計のもとでは公表
　　財務諸表上表面には現われないけれども，貨幣価値の下落＝インフレ
　　ーションの時期に貨幣項目とくに貨幣負債を保有することにより生ず
　　る実質的な利益として本質規定される．しかもこの場合，貨幣的資産
　　の保有による「実質的な損失」が公表利益の名目的な増大＝架空利潤
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　の計上となるのと同様に，貨幣的負債の保有による「実質的な利益」
　は公表利益の名目的な減少＝「架空損失」の計上となる．
②　貨幣価値の下落にともない貨幣的負債の保有により発生する，この
　ような債務者利潤は，現象的にはいわゆるE．シュマーレンバッハの
　いう「商品価値の変動による価格変動」ないしは「保有利得」と一体
　となっているため，それを「これらの『保有利得』から識別するには，
　さしあたり一般物価水準の変動により貨幣的資産，負債に生ずる購買
　力損益の形でしか把握しえないこと」1）になる．
（3）貨幣価値の下落にともない貨幣的負債に生ずる債務者利潤の問題
　は，公表企業利益額に対する影響という点では同じくそれによる貨幣
　的資産に生ずる「実質的な損失」＝「架空利潤」の問題と相互作用的
　な関連をもっている．したがってそれは，個別的企業においては貨幣
　的資産と負債との対比において把握されなければならない．だがまた
　「架空利潤」の問題が貨幣的資産だけではなくていわゆる「実体財」
　としての非貨幣資産にもかかわる問題である以上，総体として債務者
　利潤の問題は，貨幣的資産と非貨幣的資産に生ずる「架空利潤」の問
　題を含むことになる．そこでまた債務者利潤の問題が個別企業におい
　て占める重要度ないしはそれが個別企業の利潤蓄積上果たす機能・役
　割は，各個別企業の財務構造のいかんにより著しく相違するというこ
　とになる．（例えぽ貨幣価値の下落＝一般物価水準の騰貴は，貨幣的資
　産超過の場合にはいわゆる「債権者損失」，逆に負債超過の場合には
　債務者利潤の創出となる．）そこでまた資本の生産・再生産過程一流通
　過程も含む一のみならず資本市場に対しても独占的な支配力をもつ巨
　大企業は，その独占力によってインフレーションの時期に有利となる
　ように財務構造をととのえることができ，それにより莫大な債務者利
　潤を手にすることができる．
それではここで明らかにされた点をふまえて，このような債務者利潤間
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題は，インフレーションが体制的に恒常化している現代資本主義のもとで
富と所得の公正な分配という視角より把える場合，どのような意義もって
いるか，　「現代的な」インフレーションの二，三の特徴点にふれつつ，こ
れを考察することにより，この小稿を閉じることにしたい．
　およそインフレーションは貨幣的現象として，資本主義経済が貨幣経済
であるかぎり，その発生経路がいかなる経路であるにせよ不可避的である．
だが少くとも資本主義とりわけ独占資本主義が国家独占資本主義と呼ぼれ
るような段階に入るまで，その発生は主として経済外的な条件（例えぽ革
命，戦争，天災など）によるものであり，したがってまたその条件が喪失
するとともに収束されるのが常態である．すでにこの小稿でふれたように，
「レンテンマルクの奇蹟」と呼ぼれるような形でインフレーションの収束
をはかった第一次世界大戦後の「古典的な」インフレーションとしてのマ
ルクィンフレーションの事例は，まさしくこれに当てはまる．だが資本主
義が国家独占資本主義と呼ばれるような段階に入ると，インフレーション
は，不況と恐慌を回避するための国家の景気対策によって体制必然化する
といわれる2）．国家独占資本主義段階においてなぜ国家による景気対策が
必要となり，またそれによりなぜインフレーションが体制必然的なものと
して恒常化するのか，その理由を一督することは，　「クリーピングィンフ
レーション」とか「マイルドインフレーション」とか呼ぼれるような「現
代的な」インフレーションの構造的な特質をみきわめるうえで，きわめて
重要であるように思われる．
　一般に独占資本主義の一定の発展段階で「国家権力の発動による（不況
と）恐慌の克服」3）が求められ・国家によるさまざまの景気浮揚政策がと
られるのは・独占資本主義の全般的危機の第一段階における産業循環の変
化（その周期の短縮と不況と恐慌の長期化）がたんに経済的な危機のみな
らずそれにともなう大量かつ漫性的な失業の発生による政治的な危機をも
はらむからである．
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　そもそも産業循環ないしはその一一局面としての恐慌は再生産過程の動態
であり，資本主義経済の基本的矛盾とその展開としての生産と消費の矛盾
にその発生の終局的な根拠をもっている．
　このような矛盾は，資本主義の独占段階では，何よりもまず一方では生
産力の発展と資本蓄積における「飛躍性」，他方ではその「停滞性」として
現われる．「飛躍性」は，生産と資本の高度な集積による産業独占の成立お
よびこの産業独占と銀行独占との癒着による遊休貨幣資本の社会的動員と
独占への集中的な投下によるものであり，それは結果として利潤量と利潤
率の増大として現われる．だがまた独占は，それが独占たるかぎり生産力の
不断の発展による特別剰余価値の追求という刺激を基本的には喪失する4）．
独占企業の要求するものは，独占利潤を獲得するための「戦略的な価格」
としての独占価格の設定維持と，それによる長期安定的な利潤の確保であ
る5）．そのため飛躍的な生産力の発展により産出量が増大し，それにとも
ない生産物の価値低下と投下資本の道徳的磨滅が発生すれば，それは，独占
の要求と背反する．独占は相互の協定により，資本主義の産業資本主義段
階（自由競争段階）では外部からの強制として作用する生産力発展機構の
作用を弱めることができる6）．したがって独占資本主義の一定の発展段階
では，かつて産業資本主義段階でみられたような不断の生産力発展への傾
向は独占によってはぽまれ，蓄積された剰余価値の貸付資本形態での温在，
新技術の採非用，新資本の独占部門への流入を阻止することなどによって
生産力の発展と資本蓄積における「停滞性」が生ずる．そしてこのような
二つの基本的な傾向は，同一生産部門内では飛躍期と停滞期の時期的配分・
交替として，異種産業部門では飛躍と停滞の部門別配分・交替として現わ
れる7）．　（同一産業部門における飛躍期と停滞期の時期的配分は，個々の
独占的企業の高い利潤率と資本の社会的動員機構を支柱とする，激烈な投
資競争の同時的な展開による．特定産業における一定期間にわたる爆発的
な発展は，もとより独占と非独占との格差拡大をともないつつ進行するが，
その結果は，大量投資による生産力の巨大な発展，特定産業部門における
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独占的な企業の比重の増大，大幅な生産能力の過剰化である．この段階で
独占は，生産協定により過剰生産能力を遊休化し，新技術の生産力化を阻
止し，価格協定（独占価格の設定・維持）により長期安定的な超過利潤の取
得に向かう．そのためこれまでの飛躍的な発展傾向は後退し，投資の同時
的な抑制，剰余価値の貨幣形態での温度，過剰生産力の重圧というような
状況のもとで，持続的な停滞が現われる8）．このような同一産業部門にお
ける発展と停滞の一定期間ごとの持続と交替の傾向は，独占の本質より必
然的に発生し，産業循環ないしはその一局面としての恐慌によっても吸収
・均衡化されず，それは各循環局面をつうじて構造的不均等発展化傾向と
して貫徹する．これらのことはまた異種産業部門間においても現われる．
独占資本主義段階においては資本の部門間移動による同額資本・同額利潤
の取得という，市場価格変動の重心としての市場生産価格の成立とそれに
よる需給の均衡化というメカニズムは作用しない．ここでは独占部門より
競争的部門への一一．・A方的な大量の資本流入とそこでの独占的投資競争の開始，
その反面である独占部門への一方的な参入阻止がみられる．その結果，各
産業部門間の発展は，不均等発展となる．9））
　およそ資本主義の産業資本主義段階では，諸個別資本の競争による特別
剰余価値の取得は，生産力の発展のための恒常的な推進力であり，それに
よる生産物量の増大と生産物の価値の急速な低下は，資本の内的必然性で
ある10）．これに対して独占資本主i義段階における特別剰余価値追求の刺激
の喪失とそれに代る恒常的な独占価格の設定・維持，それは，下断の生産
力の発展に呼応する生産物の価値低下とその結果としての市場拡大の可能
性の基本的な喪失を意呼する．このような条件のもとでの労働搾取率の増
大，非独占部門からの剰余価値の収奪，その独占部門への集中は，最終的
な消費能力の一そうの制限，その圧力の周期的な爆発を恒常化する必然性
をもつ．ここに独占資本主義段階では生産力は飛躍的に発展する可能性を
もっにもかかわらず，停滞の恒常化ないしは恐慌の常態化をうみだす可能
性が秘んでいる11）．そしてそれはまた，価値と価格の不断に一般的な下落
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を必随するのである．
　全般的危機の第一段階における産業循環の変化とそれに必随する市場問
題の激化（経済的危機としての企業の漫性的遊休化と政治的危機としての
漫性的失業の発生）を資本主義体制内において緩和し，この体制を維持す
るために国家がとる手段，それは，周知のように莫大な軍需品市場を早急
に作りだし，独占に対して高率な戦時利得を保証する戦争と12），金本位制
の放棄＝管理通貨制の成立を前提とする補整的金融・財政政策である．
　補整的財政・金融政策の前提となる管理通貨制は，　「金本位制の政策目
標である為替相場の安定に代って，国内物価の定安と雇用の増大」を政策
目標として銀行券の免換を停止し（金本位制の廃止）一国の正貨準備と国
内通貨量の関係を切断し，国家による通貨の管理をはかる制度であり13），
この制度に理論的基礎ずけを与えたのは，周知のように，ケインズであっ
た．（注）
　（注）　ケインズによれば，資本主義経済において安定雇用を達成するために必要
　　な有効需要量は，必ずしも保持できない．総有効需要量は，消費支出と投資か
　　ら成る．消費支出を規定する要因は消費性向であり，それは収入所得の一部分
　　に限定される．これに対して投資を規定する要因は，投資による利潤率（資本
　　の限界効率が利子率と一致する点）である．そのため有効需要を増大し，完全
　　雇用を実現するための戦略的な要因として機能しうるもの，それは，利子率に
　　求めざるをえない．いいかえれぽ，投資の増大を図るには利子率を資本の限界
　　効率にまで引きさげなければならない．だがまた利子率は，貨幣に対する需給
　　＝貨幣量と流動性選好により決定されるので，この流動性選好を一定とすれば，
　　貨幣量の操作により利子率の引下げ→投資量の増大→有効需要の増大→完全雇
　　用の実現を達成することができる1a）．
　国家が政策的に恐慌を回避するという目的で産業循環過程の外部から経
済に介入し，公共投資等を中心に有効需要を創造し，その派生的効果によ
り景気を刺激するためには，相応の財政的な資金を必要をする．この財源
を租税徴収によってまがなうことができない場合，国家は国公債一赤字
の一の発行または政府紙幣の発行に求める．この場合金融市場での公募
が金融逼迫の現象をともなうならぽ，中央銀行の引受による借入＝財政資
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金の支払超過による銀行券の発行という形をとる．だが金本位制のもとで
は銀行券の発行は，正貨準備を必要とする．そこで金本位制に代り，見換
制の停止，一国の正貨準備と国内通貨量との関係の切断，中央銀行による
赤字の国公費の引受けによる銀行券の発行，いいかえれぽ，国家が党換制
の停止により中央銀行の通貨供給量を調節・増大することを容易にする，
管理通貨制が採択され15），それが補正的金融・財政政策の基礎となる．
　もとより管理通貨制それ自体が直ちにインフレーションをもたらすもの
ではない．とはいえ管理通貨制を前提とする赤字の公国債の発行による政
府借入や中央銀行の民間貸出＝中央銀行の貸出増加による銀行券の発行は，
貨幣流通の法則の作用による紙幣減価としてのインフレーションを不断に
ひきおこす可能性をもっている．加えて管理通貨制は，国家が党換制の停
止により商品流通量に対して貨幣流通量を調節することにより，貨幣価値
それ自体を，したがってまた物価を全体的・統一的に上下させることがで
きる24）tこれにより国家は，資本主義的社会関係を保持しつつ，価値生産
物の社会的な配分関係に変更を加える．このような国家による貨幣価値の
切り下げは，資本と賃労働関係への国家の介入による国民・労働老側から
の収奪とそれの資本の側への賦与を意味する．　（例えば物価上昇と名目賃
銀引上げとの間にあるタイムラッグによる実質賃銀の低下，名目賃金引上
げによる直接税としての所得税の免税点の引上げ，預金の目盛りなど．）
　以上，なぜ国家独占資本主義段階において国家による景気対策が不可欠
であり，またそれによりインフレーションが体制必然的なものとなるか，
その理由を明らかにした．
　もとよりこのような「金本位制の終極的な放棄＝管理通貨制度のうえに
たって，主として通貨の側面からおこなわれる（国家の）経済への介入，
あるいは広義のフイスカルポリシーを媒介とした経済の国家管理」エ6）をそ
の指標とする国家独占資本主義とそのもとでのインフレーションが，体制
的・恒常的なものとして定着化するのは，資本主義の全般的な危機の第二
段階といわれる第二次世界大戦後のことである．
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　このような国家独占資本主義のもとでインフレーションが戦争とともに
恐慌回避機能をもつものとして構造的・体制的に組み込まれるとき，イン
フレーションの過程に必随するインフレ利得の一つとしての債務者利潤の
発生も体制的に恒常化する．E．シュミットの主張をまつまでもなく，貨
幣価値の下落期に企業が保有する貨幣的資産と貨幣的負債の額が一致する
場合には，貨幣項目の保有による利益と損失は相互に相殺される．だが企
業の自己資本比率が低く，固定比率が高くしたがって他人資本への依存度
が高い場合（いいかえれぽ，他人資本を財源として棚卸資産はもとより，
固定資産をも調達する場合，あるいは「本来自己資本を財源として調達」17）
されるべき固定資産が「他人資本を財源として調達」18）される場合），しか
もすでにみたような国家のとる低金利政策や中央銀行の民間貸出の増大に
よってそれが支えられる場合，債務者利潤は，貨幣価値の下落によって
「実体財」に生ずる費用計上不足による「架空利潤」＝「実質的な損失」
をカバーし，インフーションを防衛する機能を果すことはもとより，「実
質的な損失」を上まわる「非常な利潤」をもたらすことになる．加えてこ
のようなインフレーション利得の一つとしての債務者利潤をうみだすイン
フレーションそれ自体が，体制的・構造的なものとして定着化し不断に国
家権力による富の国民大衆からの収奪とその資本への還元を続けるかぎり，
債務者利潤もまたかかるものとして国家およびそれを支配する資本による
収奪と蓄積の機能を果すものといえであろう．
　このことは，例えぽ少くとも1960年代まで，いわゆる高度成長政策を背
景とする消費者物価主導型のインフレーションが進行したわが国に当ては
まるであろう．およそ経済成長過程において持続的な物価騰貴（しかも消
費者物価のそれを中心とする）がみられるという現象は，国家独占資本主
義の現段階に固有な現象といってよいが，このような物価騰貴現象の主要
な原因は，いわゆる寡占企業の資本蓄積方式によるものといってよいであ
ろう19）．事実，わが国においても一方では1950年代の中葉からのいわゆる
「ワンセット主義」20）と呼ばれる差別的資金調達に支えられた巨大な設備
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投資競争とそれによる労働生産性の大幅な上昇と生産力の急激な増大，他
方ではそれを支えるための広義の有効需要政策としての金融・財政政策
（例えぽ成長通貨の供給という名のもとでの通貨の膨張と人為的低金利政
策）21）による適正な操業度の維持と投資の刺激政策，（これによる産業基
般投資），これらは相まって独占による価格支配力を強化し，「そのことが
技術的進歩の不均等性から生ずる部門間相対価格の変化を，生産性高成長
部門の価格不変，低成長率部門の価格騰貴，したがって物価水準の上昇と
いう形で実現させることになった」22）のであった．
　このような債務老利潤はもちろん安定価値計算のもとでは，公表貸借対
照表上貸借を一致させる項目として表面に現われ，少くとも理論的には処
分可能な利益として認識される。欧米諸国にくらべても物価騰貴率の高い
わが国において，近年話題にのぼった資産再評価論議において，企業側が，
かつて第二次世界大戦後の三度にわたる部分的修正としての固定資産再評
価論と同様に，償却資産についての安定価値計算による修正にたいしての
み賛意を表明したのも，債務者利潤の発現をはばむためであろう．そして
このことは，会計における債務者利潤問題の問題性の一端を顕著にさし示
しているように思われる．
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